
　２　普通会計歳入歳出決算の状況

第10表　歳入決算の状況（普通会計）
（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

市　　　　　税 24,904,646 30.5% 24,160,307 29.9% 744,339 3.1%

地 方 譲 与 税 498,858 0.6% 490,908 0.6% 7,950 1.6%

利 子 割 交 付 金 72,182 0.1% 17,664 0.0% 54,518 308.6%

配 当 割 交 付 金 214,511 0.3% 193,505 0.2% 21,006 10.9%

株式等譲渡所得割交付金 311,247 0.4% 266,516 0.3% 44,731 16.8%

法人事業税交付金 382,298 0.5% 427,041 0.5% △44,743 △10.5%

地方消費税交付金 4,592,257 5.6% 4,252,433 5.3% 339,824 8.0%

ゴルフ場利用税交付金 17,535 0.0% 17,502 0.0% 33 0.2%

環境性能割交付金 64,187 0.1% 57,238 0.1% 6,949 12.1%

地方特例交付金 144,939 0.2% 826,106 1.0% △681,167 △82.5%

地 方 交 付 税 11,813,666 14.5% 11,218,620 13.9% 595,046 5.3%

交通安全対策特別交付金 13,850 0.0% 14,508 0.0% △658 △4.5%

分担金及び負担金 860,636 1.0% 841,385 1.0% 19,251 2.3%

使用料及び手数料 1,440,076 1.8% 1,491,595 1.8% △51,519 △3.5%

国 庫 支 出 金 16,550,705 20.3% 16,554,159 20.5% △3,454 △0.0%

県  支  出  金 6,170,445 7.6% 5,696,512 7.0% 473,933 8.3%

財  産  収  入 322,140 0.4% 173,004 0.2% 149,136 86.2%

寄    附　　金 267,910 0.3% 287,426 0.4% △19,516 △6.8%

繰    入    金 3,281,744 4.0% 5,352,846 6.6% △2,071,102 △38.7%

繰    越    金 2,274,832 2.8% 2,393,140 3.0% △118,308 △4.9%

諸    収    入 2,158,869 2.6% 1,901,696 2.4% 257,173 13.5%

市          債 5,249,000 6.4% 4,318,800 5.3% 930,200 21.5%

計 81,606,533 100.0% 80,952,911 100.0% 653,622 0.8%

増 減 率歳  入  科  目
令  和  ７  年  度 令  和  ６  年  度

増 減 額

令和７年度の普通会計歳入決算の状況は、第10表のとおりで、それぞれの歳入科目の増減の内

容は、一般会計とほぼ同様です。

性質別歳出決算の状況は、第11表のとおりで、義務的経費では、公債費が、前年度に比べ１．１％

増加したものの、人件費が、退職手当の減等により２．８％の減少、扶助費が、低所得者支援及び定

額減税補足給付金の減等により０．６％の減少となり、全体で１．０％の減少となっています。

投資的経費については、普通建設事業費の補助事業費が、常盤通りにぎわい交流拠点利活用事

業費の増等により１４．７％増加したうえ、単独事業費が文化施設整備事業費の増等により１２．６％

増加したことから、全体で６．７％の増加となっています。

また、その他の経費については、積立金が、公共施設等保全管理基金積立金の減等により７．９％

減少、繰出金が、農業集落排水事業会計繰出金の皆減等により４．３％減少したものの、物件費が、

公共施設等包括管理業務経費の皆増等により９．３％の増加、補助費等が、水道料金減免事業費

補助金の皆増等により３．７％の増加となったことから、全体で２．２％の増加となっています。

なお、歳出性質別の構成比の推移は第３図のとおりです。
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第11表　性質別歳出決算の状況（普通会計） （単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

１人件費 10,306,367 13.0% 10,601,525 13.5% △295,158 △2.8%

２扶助費 23,469,317 29.5% 23,617,129 30.0% △147,812 △0.6%

３公債費 5,809,940 7.3% 5,749,433 7.3% 60,507 1.1%

小計（義務的経費） 39,585,624 49.8% 39,968,087 50.8% △382,463 △1.0%

４普通建設事業費 8,932,950 11.2% 7,882,723 10.1% 1,050,227 13.3%

 (1)補助 3,174,326 4.0% 2,767,558 3.6% 406,768 14.7%

 (2)単独 5,758,624 7.2% 5,115,165 6.5% 643,459 12.6%

５災害復旧事業費 84,330 0.1% 564,843 0.7% △480,513 △85.1%

小計(投資的経費） 9,017,280 11.3% 8,447,566 10.8% 569,714 6.7%

６物件費 10,681,926 13.4% 9,774,049 12.4% 907,877 9.3%

７維持補修費 576,887 0.7% 573,398 0.7% 3,489 0.6%

８補助費等 8,380,656 10.5% 8,083,735 10.3% 296,921 3.7%

９積立金 2,991,004 3.8% 3,248,167 4.1% △257,163 △7.9%

10投資及び出資金

11貸付金 673,441 0.9% 623,624 0.8% 49,817 8.0%

12繰出金 7,613,663 9.6% 7,959,453 10.1% △345,790 △4.3%

小計（その他の経費） 30,917,577 38.9% 30,262,426 38.4% 655,151 2.2%

計 79,520,481 100.0% 78,678,079 100.0% 842,402 1.1%

第３図　歳出性質別の構成比（普通会計）
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